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は じめ に
現在,わが国では夏季における需給逼迫や地球規模の環境問題から,電力
需要の負荷平準化や効率的な電力使用が求められている。季時別料金制度の
導入,蓄熱機器の開発,エネルギー転換,省エネルギー (省電力)政策や啓
蒙活動の充実,そして本稿で検討するDSM(Demand‐Side Management)
などがその需要対策の処方箋にあげられている。
既に米国では,DSMを1990年代の有力な電力供給オプションの一つとし
て位置づけ,規制当局は後押ししている。従来の負荷管理と異なり,DSMが
持つ新しさは,環境問題も視野にいれて社会全体の費用を最小化しようとい
う意図が包合される点である。
°本稿は名古屋学院大学経済学部研究奨励金(1992年度)の助成による研究成果の一部とし
て公表する。
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これまで日本では,負荷管理を目的として料金制度を活用したプログラム
はかなり導入されてきた。この主たる契約対象は大国産業需要家である。 し
かし,米国のDSMのように省電力そのものを目的としたプログラムや民生
需要家を対象とした直接負荷制御といったプログラムは存在しない◇
現在の地球環境問題や夏場の電力需給逼迫の状況を考慮すれば,早急に有
効な省電力や負荷制御の方策検討を行わなくてはならない。日本の電力市場
へのDSM導入の検討は,そのための提案である。もちろん,米国型のDSM
がそのまま日本に適用できるわけではない。
本稿では日本型のDSMを模索するために次のような考察を行う。まず,①
米国型のDSM制度がなぜ日本では適用されないのかという理由を整理す
る。そこでは,DSM:導入に否定的な見解として「日本における小さな潜在的
省電力量」が理由の一つとして指摘されるが,②その実際はどうなのかを検
証する。また,有力な負荷管理の方法としてサイクリング運転があるが,③
これを日本市場で適用した際の費用効果を検討する。
1.米国型DSMの導入障壁
1.l DSMのメニュウ
DSMは「省電力と負荷管理 :C&LM(Conservation&Load Manage―
ment)」のために行う電力会社の行為である① (図1参照)。 しかし,1980年
代後半から急拡大してきた米国でのDSMの主流は,フ°ログラムの種類や投
資額のウェイトからみても電力会社が実施主体となる省電カプラグラムにあ
るというのが実態である。DSMが従来の負荷管理と異なり,新鮮である理由
は以下である。
第一に,電力会社自らがDSMで行われる省電力を利益源泉と認識し,その
コンサルティングや資金援助を積極的に行っていることである。DSMの実
施が利益に結び付くような誘導策を規制当局が用意している(2)。
(1) EE1/EPRI(1984)P.5
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第二には,従来の料金制度を用いた間接的な負荷管理のみならず,電力会
社が情報機器を用いて直接負荷を制御していることである (料金割引はあ
る)。 エアコン等のサイクリング運転がこの代表である。
第二には,これらメニュウはどちらかといえば民生需要家をターゲットと
している点である(3)。需要の価格弾力性が高い産業需要家には従来から料金
政策を通じて多くのメニュウが提示されてきた。ところが,価格弾力性の小
さな家庭や業務といった民生用需要家向けには異質な対策が必要ということ
であろう。
さらに,公共政策という観点からすれば,DSMは消費者が同じ効用を獲得
するのに社会全体として何が最も安い方法でそれを提供できるか,を考える
ことである。これは,供給対策と需要対策のそれぞれのメニュウを絆にかけ
て安い順から選択すべきだというLCP(Least Cost Planning)の考え方で
あり,DSMの勧めはここに端を発している。
1.2 日本の既存制度
従来日本のDSMの中心は,あくまでも料金制度を用いた負荷管理であ
(2)Chamberln,J.and M.Reid,(1991)参照
(3)米国におけるDSM投資額の半分以上は家庭需要家向けである。Hist,E"(1992)
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る(4)。米国のように電力会社主導によるリベートや割引券といった金融上の
動機付け (奨励金)を伴った省電カプログラムは採用されていない。省エネ
ルギーのための優遇制度は,省エネルギー法 (1979年)に基づいて政府主導
で行なわれる。そこから,省エネルギーのための投資には法人税の一部控除
や加速度償却, 日本開発銀行等の低利融資がされている(5)。
負荷管理を中心とした日本のDSMのメニュウは以下のように分類でき
る。それらは①料金制度の活用,②蓄熱事業である。①は従来より導入され
てきており,②は最近登場してきた。負荷管理の中に分類されるサイクリン
グ運転による直接制御は,米国ではなされているが, 日本では導入に至って
いない。
既に,米国型DSMの日本への紹介はひとあたり済んでおり,またこの制度
が持つ一般的な問題点も明らかにされているRそれらは,①市場の効率性か
らみた問題,② DSMが持つ所得再配分機能,③デモグラフィックな差別問題
などである。
1.3 米国型DSM導入の障害
米国型のDSMを日本へ導入することの障害も幾つか指摘されている(7)。
それらを整理すれば次のようになる。
第一に,日本では費用効果的な潜在的省エネ量が小さいと見込まれること。
第二には,電力販売量の減少は電力会社の収入減少をもたらすため,現行制
度では電力会社がDSMを進めるインセンティブが無いこと。第二には, リ
ベートという商習慣が日本では馴染みが薄いことやDSMに関わる費用を現
在の供給原価主義の料金制度にどのように矛盾無く反映させることが可能か
という問題があること。第四には,電力投資が持つ公共投資的役割(DSM投
(4) スく1合 (1993,  a) pp. 417-424
(5)日本の省エネルギー政策の体系については,通商産業調査会 (1992)などを参11鷲。
(6)木船 (1991)などを参照。
(7)前掲,木船 (1993, a),pp.424-428
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資はカサが小さいのでマクロ経済への影響が小さい)。 さらに第五に,既存の
省エネルギー制度の活用論,などである。
第二から第五に関する詳細は別稿に譲るが,第一の議論は本稿後半の分析
とも関連するので,多少の解説を加えておく。
日本では,効率機器導入に奨励金を出しても,大きな省電力効果は期待で
きないという暗黙の了解がある(8)。っまり,コストの割には省エネ量が小さい
という意見である。確かに米国に比べて日本では家電製品の買い換え期間が
短 く, しかも製品は高い効率値を示している。
エアコンのサイクリング運転に関しても,米国のエアコンがセントラル・
タイプで容量 (kW)が大きい。そのためピークカットの効果は期待できる。
しかし, 日本では個別冷房で一台当たり容量が小さいために手間の割には費
用効果は無いだろうとされる。
このような状況から,機器交換による潜在的省電力量は米国ほど大きくな
い, というのが一般的な判断である。ただし,これを詳細に検討した調査や
研究がなされているわけではない。
以上いくつかのDSM制度導入の障害を整理してきた。つぎに,大きな問題
となる省電力の可能性やサイクリング運転の費用効果に関して実際どのよう
のポジションにあるのかという点について検討しよう。
2.リベー トと省電力量
ここでは,現在の利用可能機器が旧型の機器をリプレースすることによ I)
どれ程の潜在的省電力量があるのか,またその普及を促進するリベー ト・プ
ログラムが有効であるか否かという問題を検討する。扱う機器は,家庭用電
力消費に大きな位置を占める冷蔵庫とテレビ,そして冷暖兼用のエアコンで
ある。
(8)藤原 (1992)など
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2.1 計測の方法
① 計算フロー
潜在的な省電力の大きさを測るためには,既に普及している家電機器がど
のような効率で, どのように保有され, また使用されているかを知る必要が
ある。そのために, まず販売された年式別の効率値や年式別の残存ストック
台数を算出する必要がある(9)。
この想定では, まず各年の機器販売台数をワイブル曲線に外挿 し,年式別
の残存台数を求める。次いで,公式統計の普及台数や普及率をコントロール・
トー タルスとして値を調整する。
現在保有されている年式別のストック台数と年式別の機器効率が判明すれ
ば,現在のストック平均の効率値も年式別の残存ストック台数の加重によっ
て求められる。また,この年式別の効率と現在 (1992年型)利用可能な機器
の効率とを比較し,機器の稼働時間を乗ずることで代替による省電力量が測
定できる。
さらに,現在販売されている高効率機種への買い替え費用 (販売価格)に
資本係数を乗じ,それを省電力量で除することによって,省電力単価 (省エ
コスト)が求められる(1°)。 以上のような一連の計算フローは図2に示される。
② データおよび前提
個別機器の平均耐用年数は,冷蔵庫8.5年,テレビ7年,エアコン12年と
した。コントロール・ トー タルスとする全国ベースのストック台数は,普及
率に世帯数を乗じた値である。
旧式の機器効率に関したデータは『省エネルギー便覧』,各工業会および販
売カタログから集計し,新機種のそれはカタログ値を用いた。新機種の販売
価格はメーカー小売り希望価格の7割とした。これは家電量販店の実勢を反
映させている。
(9)こうした算定の仕方は,例えば日本電力調査委員会 (1989)を参照。
(10 省電力費用の算定方法は,Meier,A.et al(1983),pp.19-20
年式別販売台数
年式別効率値
ワイブル曲線の外挿
(耐用年数など)既存データとの調整
年式別ストック台数
加重された効率
新機種の効率
新機種の費用
省電力原単位 機器の使い方
省電力の潜在量
(年式別の想定)
資本係数CRF
(害」;IΣ終) 省電カコスト
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図2 省電力供給曲線の算定フロー
年式別の販売台数は,通産省『機械統計』や各工業会などのデータを用い
た。コントロール・ トー タルスとして扱う普及率や普及台数は,経済企画庁
『消費行動調査』や通産省の『電力需給の概要』を用いた。また,年間一台
あたりの稼働時間は,前掲『電力需給の概要』から推計 し,年式別に差異は
無いと仮定している。
資本係数を求めるにあたり,割引率は5%,回収年数は機器の平均耐用年
数 (前述)とした。
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2.2推計 結 果
① 結  果
3つの家電機器から測った潜在的省電力量は,図3の省電力供給曲線に示
される。大きなポテンシャルを持つものは冷蔵庫である。これは,効率の悪
い旧式冷蔵庫が市場に滞留 していること, しかも冷蔵庫は年間を通 じた稼働
時間が長く消費電力量が大きいことに由来する。
テレビは現在の標準的な新機種に代替 しても,経済的な省電カポテンシャ
ルはそれほど大きくない。この理由は,現在の販売機種が大型化 し必要電力
量が大きくなっていること,買い替えサイクルも相対的に短いことから,効
率の悪い機器は多く滞留 していないことによる。ただし,小型機への代替を
進めることによって経済的な省電力量は拡大する。
冷暖房兼用エアコンに関 しては,新機種の効率はCOPが3.4を超えてい
る。効率値を見る限り10年前のそれとは大きな相違が見られる。しかし,年
間のエアコン稼働時間が冷蔵庫のように大きくないため,潜在的な省電力量
は冷蔵庫ほどには達 しない。
これら,三者で標準的な新製品に代替することによってもたらされる経済
的な (つまり家庭用平均電力単価以下の省電カコス トの)省電力量は10億
kWhほどになる。これは,1990年度の家庭用電力 (従量電灯甲乙)の0.7%
の値である。また, リプレース機器を標準的なものでなく消費電力の少ない
小型のものへ,という前提をおけば,省電力潜在量は2倍強の24億kWhと
なる。
② リベートの効果
さらに, リベートを用いて代替機器の値段を割り引いた際の経済的省電力
量を検討してみよう。リベート率を2割とし,消費者は上記で用いた機器買
い替え費用が8割で済むというケースを考えてみる。
これによる経済的な省電力量は,標準機器への買い替えで15億kWh,小
型機への買い替えでは28億kWhとなった。
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(注)図表中の番号および記号は以下を示す。
標準機種への代替に関しては,1:冷蔵庫の72～74年型,2:冷蔵庫 75年
型, 3:エアコン73年型, 4:冷蔵庫76年型,5:エアコン74年型,6:
冷蔵庫77年型, 7:冷蔵庫78年型,8:冷蔵庫79年型,9:エアコン
75～77年型,10:冷蔵庫80年型,11:エアコン78～80年型,12:エアコン
81年型,13:エアコン82年型,14:冷蔵庫81年型,15:エアコン83年型,
16:エアコン84年型
小型機種への代替に関しては, al冷蔵庫 72～74年型, b:冷蔵庫75年
型,C:冷蔵庫76年型,d:冷蔵庫77年型,ei冷蔵庫78年型, f:冷蔵
庫79年型, gi冷蔵庫80年型, h:冷蔵庫81年型, i:冷蔵庫82年型,j:テレビ86～90年型
0
標準機種に代替
標準機種+リベート
‐小型機種に代替
十 リベ ー ト
23 家庭用の平均電力単価
C
図3 家庭の省電力供給曲線
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③ 評価と留意事項
本想定で得られた結論は,新機種への代替を促進しても潜在的な省電力量
はそれほど大きなものではないということになる。これは,前述したように
日本は米国に比べて家電製品の耐用年数が短いこと,つまり効率機器の浸透
が早いことに由来しよう。
しかし,以上の検討は,現在利用可能で標準的な新しい家電製品への代替
による省電力の可能性である。ここで用いた「新しい家電製品」は意識的に
高効率なものを採用している訳ではなく,代表的な商品への代替を仮定して
いる。この点に関して,商品化されている最も省電力的な製品によって代替
される, という仮定をおいて精査すれば,潜在的省電力量はさらに高まるも
のと考えられる。
また, リプレース機器を小型機器にすれば省電カポテンシャルは明らかに
大きい。しかし,現在の機器選択の傾向は,①多機能化と大型化,②単身向
けやパーソナルユース用の小型化, といった二極分化の方向にある。このよ
うな傾向を考慮すれば,エネルギー効率やシンプルな経済性の優位さだけで,
小型機器に消費者選択を方向付けることは難しいであろう。
今回の想定では,冷蔵庫,テレビ,エアコンといった二つの機器に関して,
経済的な省電カポテンシャルを計測した。米国のDSMでなされるように,レ
トロフィットのメニュウである断熱材や低水流シャワーヘッドなど多岐に渡
る商品 (技術)群の検討も, 日本の潜在的省電力量を測るためには重要であ
る。
3.サイクリング運転の経済性
米国では広く普及しているが, 日本でなされていないDSMメニュウの一
つに直接負荷制御の「サイクリング運転」がある。これは,電力需要のピー
クカットを目的として,家庭や業務用需要家の特定機器の使用を電力会社が
制御する方法である。具体的には, ピーク時のエアコンや温水器を対象とし
て電力会社は遠隔操作で直接オン・オフを行う。その代わりに料金の割引を
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行なう。
日本では,こうした契約は実施されていないが,NEDO(新エネルギ ・ー
産業技術総合開発機構)が九州電力に委託してエアコンと電気温水器を用い
た直接負荷制御の実証試験がある。実証試験によれば,温水器制御で5～7%
のボトムアップ効果を,エアコン制御では4.4～5.1%(住宅十業務用)のピー
クカット効果が確認されている(H)。
ここでは,夏期における家庭用のエアコンをサイクリング運転した場合の
費用効果を検討する。経済性計算の前提など不確定要素は多いが,公表資料
から得られる範囲で諸元は設定している。
3.1 計算の前提
① 制度 。前提諸元
想定するサイクリング運転は, 7月～9月の3カ月間に限り,家庭用のエ
アコンについて電力会社が遠隔操作するというものである。サイクルの数は
2および4(ヶ―ス 1およびケース2)で,需要家群を2つないし4つに分
類 して,各々 のグループを順次オン・オフする。この時,契約者の中にフリー
ライダーが存在 し, これを約 6割あるいは2割 (ケース 1およびケース3)
と仮定した。
さらに,サイクル契約による料金割引は月額 1,000円とした。米国では,
サイクリング契約の対象機器や運用の状況,会社によって月額割引額は異
なっているが,およそ6ドル～9ドルといったところである。
こうした前提条件でなされる需要削減のための費用と,供給力で対処 した
場合の各種電源の発電コス トとの比較で,費用効果を検討する。電力会社の
実際の電源運用からいえば,サイクリング運転と比較対象となる電源は場水
発電 。一般水力・石油火力ということになろう。 しかし, ピーク用で年間稼
(■)新エネルギ ・ー産業技術総合開発機構/エネルギー総合工学研究所 (1993),「第8章
負荷制御に関する開発状況」pp.120-137。また九州電力の実証試験では3分オフ12分
オンのインターバルが適当という結果が出ている。
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働時間が少ない新規電源の設置ということであれば,kWあたり資本費単価
が高い水力発電は不向きとなる。
それゆえ,新規の増分費用という観点から比較検討を行う本想定では,供
給サイドの比較対照電源としては石油,石炭,原子力,LNGを扱う。ただし,
原子力も資本費単価が高く,通常はベース電源として位置づけられている。
② 市場およびケースの設定
現在のエアコンの保有台数は日本全国で4,435万台とした。エアコンー台
あたりの平均容量は844 kWである。これは,199o年度のほぼ実状を反映 し
ている値である。サイクリング運転の契約数はこの全量とする。また, ピー
ク時間帯に稼働 しているエアコンは契約台数の40%とする (ケース 1)。
保有台数の全量がサイクリング契約を行い,実際に効果を期待できるのは
4割ということであるから,この時のフリーライダー比率は6割である(12)。
これに送電損失率 10%を加味すると,サイクリングが成されない場合には家
庭用エアコンのために必要とする送電端電力量は1,664万kWである。これ
は全国のピーク需要の約 1割に相当する。
ケース 1ではサイクル数を2とする前提から,サイクリング運転による
ピークカット分の効果は832万kWである。また,サイクリング運転の条件
に変化をつけたケースを2つほど用意 している。ケース2はサイクル数を4
とした。さらにケース3はサイクル数はケース 1と同様の2だが,フリーラ
イダー比率を2割と設定している。
③ 費用 内訳
一方,サイクリング運転に関わる費用は,送信機器やコントロール機器と
(12)フリー ライダーとは「ただ乗り」のこと。例えば, もともとピー ク時間帯に誰も在宅
していない家庭がサイクリング契約をした場合には,電力会社にとって需要削減効果は
ゼロであるのに月額料金を減額せざるを得ない。当該需要家は割引額をただ取りするこ
とになる。
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いった設備への投資がある。また,月額 1,000円(3ケ月で3,000円)とい
う料金割引額は費用として計上する。
この想定では,資本費および管理費は一日当たりの単価として計算した。
本来,資本費は口数に比例するものではないが,現状でのデータ利用可能性
から前述の方法 を採用 した。単価を設定するための基礎データはSCE
(Southern California Edison)のDSM年鑑を参考にした(13)。
以上の各費用単価 (円/台)に契約回数を乗じて,初年度費用3,172億円が
求められる(ケース1,断らない限り以下同じ)。 前述のように,これにはフ
リーライダーに支払う (減額する)無駄な資金も加味されている。完全にフ
リーライダーを排除できれば,初年度費用は当初想定された3,172億円が,
その40%の1,269億円となる。しかし,フリー ライダーを排除できる可能性
は不確定なために,ケー ス1では潜在的フリー ライダーを最大限に見込んだ
値を用いている。
割引料金および管理費は毎年の継続支出,資本費は原価償却するものとす
る。
一方,比較対象となる供給力の費用は①資本費,②管理費,③運転費等を
考慮する。これは,通産省や科学技術庁などでなされる従来の発電コスト試
算の方法を踏襲している(“)。
サイクリング運転,供給力の発電コストともに現在価値換算し,耐用年の
均等化費用での比較を行う。
3.2 結果と留意事項
① 結   果
以上の諸元に対して,耐用年を15年,割引率を5%として均等化すると,
サイクリング運転の一年当たりの費用は1,983億円/年となる。また,100万
kWあたりのコストは238億円/年と計算される。
(13) SCE(199o)pp.1-5.
(10 例えば,高橋 (1991)など。
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ピーク時間帯のkWh当たり単価は,稼働時間をピーク時として問題とな
る年間20数時間を前提とすれば,サイクリング運転は1,192円/kWhであ
る。これに対して,従来型の発電設備では石油火力が最も安く,1,508円/kWh
である。これは,サイクリング運転よりも3割弱ほど高い(表1,図4参照)。
サイクリング運転では初期投資に絡む資本費そのものは小さいが,経常的
な支出となる料金割引が各年に発生する。これが,均等化費用でみたコスト
の約98%を占める。このため,料金割引の設定いかんが供給コストとの相対
関係を大きく変化させる。月額の割引額を1,000円でなく1割り小さな900
円に設定すれば,上記のkWh単価はほぼ1割小さな値になるし,逆は逆であ
る。
また,同様にサイクル数やフラーライダー比率の大きさも,結果を大きく
左右する。この二つの変数について検討したヴァリエーションの結果は次の
とおりである。
② ケース展開
上記結果のケース1に対して,サイクルの数を4としたのがケース2,フ
リー ライダー比率を2割としたのがケース3である。
サイクル数の増大は,各サイクルにおけるkWやkWhの削減効果を低下
させる方向に働く。ケース2のようにサイクル数を4とすれば,期待される
表1 ピーク供給力の経済性比較
(単位:円/kWh)
年間
稼働時間(利用率%)
サイクリング運転 供給力(電源)
ケース 1 ケース 2 ケース3 石 油 石 炭 原子力
20(0.23)
60(0.69)
100(1.14)
200(2.28)
300(3.43)
1,192
397
238
119
80
,384
795
477
238
159
596
199
119
60
40
1 508
506
306
156
106
1 963
656
395
199
134
2,460
828
495
249
167
(注)ケー ス1はサイクル2でフリー ライーダー比率6割。ケース2はサイ
クル数 4。 ケース3はサイクル数2だがフリー ライダー比率2割。
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削減容量は416万kWである。総費用はケース 1と同じと仮定されるから,
kWh当たりの単価はケース1に比べて, 2倍になる。
また,ケー ス3のようにフリーライダーの排除が可能であれば,毎年,毎
年の費用計上 している料金割引額は少なくて済む。そのため総費用を減少さ
せ単価 も安 くなる。フリーラーダー比率 2割のケース3では,kWh単価は
ケース1で算出された値の半分となる (表1,図5参照)。
費用 (円/kWh)
5000
120 220
稼働時間
DSM  石油  石炭  LNG 原子力
ヽ
｀ ■、
・・・・・ 1..
図4 サイクリング運転の経済性
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③ 評価と留意事項
以上の計算には,一部は上でも検討してきたが,次のような不確定要素が
含まれている。
0 月額の割引額
(イ)参加者とフリーライダーの大きさ
(勁 サイクルの回数
0 初期投資額
費用 (円/kWh)
10000
5000
2000
1000
500
200
100
50
20
110
年間稼働 (実施)時間
(注)ケース1はサイクル数2でフリーライダー比率6割
ケース2はサイクル数4でフリーライダー比率6割
ケース3はサイクル数2でフリーライダー比率2割
310
ヶ―ス l  ヶ―ス2   ケース 3
~~｀
■――__
―
?
?
?
?
??
，?
‐
?
図5 ケース別の経済性比較
日本におけるDSMの経済性評価 97
0 インバーター・エアコンによる始動時の出力変動
0 エアコンの送風機分の電力容量
0から(ウ)に関しては,既に上で検討した。
(工)本想定での初期投資額の設定は,米国のデータを参考として契約口あた
りで求めた。これは,デー タ入手可能性の制約からである。本来,資本費は
固定的であり,参加者の増大につれて契約口当たりの単価は逓減してゆくも
のであろう。そのため本想定での資本費設定に関しては改善余地はあるが,
最大値を折り込んだと判断している。また,前述のごとく耐用年均等化計算
でみれば費用構成の圧倒的部分は月額の割引料金額であるため,検討の要所
はそちらに向けられるべきであろう。
0インバーター・エアコンは通常,起動時に大きな出力で急速冷房し,そ
れ以降時間に従って出力が低下してゆく。一定時間のkWhでみれば,省電力
型であるものの,起動時に限れば定格容量以上の出力となる場合さえある。
それゆえ,ここで前提とした1台あたり844 kW程度では収まらない可能性
が高い。しかし,現在の制御が温度を主体としてなされているためにこうし
た事態となるが,将来の技術開発の方向としてインバーターの周波数制御と
いう形をとれば,この問題は解決される。
また,将来の直接負荷制御の方向として,オン・オフ制御の他にこの周波
数の制御や温度制御も指摘される。
②米国ではエアコンのサイクリング運転を行う際, コンプレッサーがオフ
の状態でも,送風機(ファン)は材昴させている。それゆえ,このファンの
容量は上記の削減効果から削除する必要がある。
以上の計算はあくまでもピーク時の新設限界費用という観点から比較をし
ている。結果は,電源の供給コス トに比べてサイクル運転は安 くなる可能性
があることを示 した。不確定要素はあるが,フリーライダーの排除や料金割
引の低下を進めてゆけば更に低コス トでピーク対応が可能となる可能性を示
している。
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④ 課  題
この結果は,サイクリング運転の費用効果を計測する上での一次試算に過
ぎない。計算結果の信頼性を向上させるためには,各々 の計算諸元に関して
更に精度をあげる必要がある。
また,サイクリング運転の費用効果との比較に電源の発電コストを用いた
が,別の方法も考えられる。それは,供給設備全体の運用を含めた最適電力
供給モデルの利用といった方法である。そうしたモデルを用いることによっ
て, ピーク需要の増大が供給の費用をいくら押し上げるか,つまり限界費用
がどれほどあるかを想定する方法である(15)。
お わ り に
本稿では日本におけるDSM導入の壁や省電力の可能性の一部,さらには
サイクリング運転の経済性などを検討してきた。
得られた結論は,①潜在省電力の大きさは本計測ではあまり大きくないこ
と,②しかし,それは家電機器や省電力技術の一部でしかないこと,③ピー
ク需要への対処には新規供給力の電源に求めるより,サイクリング運転をし
た方が安いこと,それには④米国の実際と同様にフリー ライダーの排除や料
金割引額の設定いかんが鍵を握ること,などである。
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